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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9 月 9日、代表質問にとりうみ敏行市議が
たち、最低賃金の問題、消費税増税問題など
で清水市長の政治姿勢を質しました。
とりうみ　2019年度地域別最低賃金の改定
がおこなわれた。全国平均は901円、最
高は東京都の1013円、続いて神奈川県
の 1011円。時給 1000円を上回ったの
はこの 2都県のみ。埼玉県は 926円で、
昨年比 28円の引き上げとなったが、こ
れでは8時間働いても普通にくらせない。
全労連の調査では、25歳単身者で時給
1623円が必要と試算されている。時給は
ただちに 1000円に、そして 1500円を
実現するよう国に求めるべきと考えるが
見解は。
副市長　地域別最低賃金は、国の中央最低賃

金審議会において総合的に勘案し、決定さ
れた。この賃金額は地方の実情に応じたも
ので適正であり、国に要望することは考え
ていない。
とりうみ　時給926円で本当に人間らしく
くらせると考えるのか。
副市長　審議会によると「健康で文化的な最
低限度の生活を営むことができると決め
られている生活保護基準を下回っていな
い」としている。
とりうみ　最低賃金を引き上げるためには、
中小企業への支援がカギとなる。しかし
国は、中小企業の賃上げ対策予算を2014
年度の35.9億円から2019年度は6.9億
円まで減らしてしまった。その結果、1企
業あたりの賃上げ予算は、なんと200円
となってしまった。これでは中小企業が賃
上げに消極的になるのは当たり前だ。中小
企業の賃上げ予算を大幅に増やし、社会保

険料の事業主負担を賃上げの実績に応じ
て減免する制度を創設するよう国に意見
をあげていただきたい。

副市長　国が中小企業の賃上げのための予算
としている「業務改善助成金」にかかる予
算は、昨年度は対象を「中小企業」と規定
していたものを今年度から「従業員が30
名以下」の事業者に変更するなど、予算の
対象となる事業所を絞り込んだことから
予算規模が縮小した。より助成が必要な小
規模事業所に的確に支援をおこなうため
の措置だったと考えるため、国に予算額の
増額を要望することは考えていない。

消費税　市民負担が重すぎる

とりうみ　安倍首相は 10 月から消費税
10%への引き上げを強行しようとしてい
る。しかし参院選後の世論調査では増税反
対が半数以上を占めている。市民ひとりあ
たりの所得は10年前と比べて約14万円、
65歳以上の年金所得では約18万円、そ
れぞれ減少している。年金引き下げ、国保・
介護の負担増、そのうえ消費税が増税され
たら、市民のくらしはどうなると思うの
か。

市長　政府公表の「8月の月例経済報告」で
は「先行きに弱さが残るものの緩やかに
回復が続くことが期待される」としてい
る。また、埼玉県の毎月勤労統計調査では、
2018年度の働く人ひとりあたりの給与総
額は前年比5.6%増加、実質賃金は4.4%
増加となっている。一方で、物価上昇等が
市民生活に一定の影響を与えることも認

識している。
とりうみ　本市が6月に公表した「地域経
済動向調査報告書概要版」では、「今期は
すべての業種で下降。来期は上昇するも、
来々期は再び下降する見通し」と分析して
いる。こうしたなか、軽減税率への対応業
者は10%、キャッシュレス決済導入業者
は7%と、増税対応が進んでいないことが
明らか。市長はその原因はどこにあると考
えるのか。

副市長　先日、国において軽減税率対策補助
金の手続き要件を緩和したが、軽減税率対
応レジの需要が伸びており、準備が進んで
いると推測する。また市内事業者向けに対
策講座を実施し、経産省のチラシを商店会
に配布するなど周知・啓発に努めている。

　とりうみ市議は「国の対策も市の対策も不
十分なままでの増税は認められない。いまか
らでも、臨時国会での議論を求めるべき」と
主張しました。また、国保税、市内公共施設
のトイレ改修についても質しました。

9 月議会 代表質問

最低賃金は
ただちに時給1000円へ

9 月議会報告会
11/8金

午後 2 時〜 4 時
市民会館うらわ 101

参加費無料
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あなたの身近な議員です

市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9月11日、一般質問に久保みき市議がたち、
年金制度などをとりあげました。
久保　7月の参院選では、年金制度の問題が
大争点になった。8月 27日に厚労省が公
表した財政検証では、いまでも低い年金を
2割も減らすと示されている。すべての国
民に健康で文化的な生活を保障するため
には、基礎年金の大幅な引き上げが求めら
れる。このまま年金給付を減らし続けるの
か、給付の底上げで老後をくらしていける
年金制度への改革を進めていくべきなの
か、市の年金制度についての考えは。また、
年金制度改革について市として国へ意見
をあげるべきと考えるが。
市　国による財源確保と今後の社会保障改革
での議論を注視していく。市としては政令
指定都市国保・年金主幹部課長会議を通し
て、「将来に向けて持続可能で誰にでもわ
かりやすく信頼性の高い年金制度の構築
のための見直し」を毎年、要望している。
　久保市議は、「年金問題は本市の高齢者の
命、くらし、そして若い方の未来にとっても
重要な問題。市民の現状を考えて、国へ意見
を上げるべきだ」と強く求めました。

殺処分ゼロへそしてその先へ

久保　7月に視察した神奈川県は、殺処分ゼ
ロを実現し、人と動物の橋渡しができる新
しい動物愛護センターをつくった。殺処分
の部屋はなく、見学バルコニーや譲渡ルー
ムなど譲渡につながる工夫がされている。
本市では、昨年度、犬猫の殺処分数を13
頭まで減らした。重症・重病など助かる見
込みのない動物、凶暴な動物を安楽死させ
ている。凶暴であっても専門家を入れて愛
情をもって接し、世話人がけがをしない装
置があれば殺す必要はない。凶暴を理由に
した殺処分をやめるよう求める。
市　凶暴性の高い動物は、獣医師の観察やド
ッグトレーナーの性格診断など助言をも
らい判断している。判断までにおおむね2
〜 3カ月だが、この期間が妥当か、専門
家に協力を得るなど譲渡に向けた調査研
究に努める。
　久保市議は「本市の動物愛護センターも、
神奈川県のように殺処分をおこなわず、人と
動物の橋渡しができるシェルター機能をもつ
開かれたセンターとしていくべき」と述べま
した。

DV 被害者支援はワンストップで

久保　昨年から悲惨な児童虐待事件が相次い
でいるが、その背景に母親のDV被害が
あるケースも多い。福岡県久留米市では
全国に先駆け、DV根絶に向けた意識づく
りの推進、相談・支援体制の充実が図られ
ている。もっとも評価すべきはワンストッ
プサービス。「DV被害者相談共有シート」
を活用し、被害者が来庁すると関係所管が
1カ所に集まって相談に応じ、すみやかに
手続きを進める方式が定着している。本市
においてもワンストップの相談支援体制
を整備すべき。

市　本市では本人同意のうえで、さいたま市
配偶者暴力相談支援センターで聞きとっ
た被害者の状況について事前に窓口の職
員に情報共有をおこない、被害者の負担軽
減と二次被害の未然防止を図っている。ま
た庁内会議において、DVに関する状況報
告および事例研究を通し、各区福祉事務所
等との情報交換および研究協議をおこな
うことや窓口の職員の相談スキル向上な
ど、DVの理解を図るとともに、庁内連携
の強化を図っている。久留米市の事例等を

参考に本市での相談体制の充実を図って
いく。

久保　本市のDV被害者支援において、き
め細やかな自立支援を実施している民間
支援団体は、なくてはならない存在。ステ
ップハウスは利用価値も高い。ステップハ
ウスを運営する団体からは市の助成を求
める声が届いている。補助金の交付等、民
間支援団体への支援について見解を。

市　民間支援団体との連携は重要かつ不可
欠。緊急一時保護をおこなうシェルター施
設（市内1団体）に財政的支援をしてい
る。ステップハウスは2017年度は15組、
2018年度は18組と利用も増加している。
継続的に運営できるようステップハウスへ
の財政的支援について検討していく。

　久保市議はその他に埼大通りのけやき並木
の保全について質問しました。

老後をくらせる
年金制度へ

9 月議会 一般質問

　被害者がその後の自立に向けた準備を進め
るため、緊急から中長期の保護と幅広い機能
に応じた運営をおこなう施設。被害者の状況
によっては、通勤や通学も可能となるなど、
シェルターと比較して制約が少なく、被害者
にとって利用しやすい。

ステップハウスとは


